
1.制度の概要
　以前から運用されている制度では、主たる事業
所における 1 週間の所定労働時間20時間以上かつ
31日以上雇用される見込みがある等の適用要件を
満たす場合に雇用保険が適用されます。これに対
し、「雇用保険マルチジョブホルダー制度」は、副
業・兼業等の柔軟な働き方の拡大や、就業を行う
高年齢者の増加を背景に試行的に創設されました。
2022年 1 月から本制度をスタートし、施行後 5年
を目途に効果等を検証することとされています。
　具体的には、以下の要件を満たす労働者（マル
チジョブホルダー）が被保険者（マルチ高年齢被
保険者）となることができます。
① 複数の事業所に雇用される65歳以上の労働者で
あること

② 二つの事業所（一つの事業所における 1 週間の
所定労働時間が 5 時間以上20時間未満）の労働
時間を合計して、 1週間の所定労働時間が20時
間以上であること

③ 二つの事業所のそれぞれの雇用見込みが31日以
上であること

　三つ以上の事業所で勤務している場合は、マル
チジョブホルダーが雇用保険に加入する二つの事

業所を選択することになります。
　マルチ高年齢被保険者が離職した場合、資格喪
失の日以前 1年間に11日以上の賃金支払いの基礎
となった日数のある月が 6カ月以上（11日に満た
ない場合は80時間以上）の勤務実績等があれば、
高年齢求職者給付金（被保険者期間に応じて基本
手当日額の30日分または50日分）を一時金で受給
できるようになります。また、育児や介護により
二つの事業所を休業する場合、育児休業給付や介
護休業給付を受けることもできます。

2.事業主が対応すること
［ 1］資格取得時
　一般的な雇用保険被保険者の資格取得の手続き
は事業主が行いますが、雇用保険マルチジョブホ
ルダー制度の場合、マルチジョブホルダー本人が
自身の住所または居所を管轄するハローワークに
申し出る（「マルチ雇入届」を提出する）ことによ
り、申し出を行った日から被保険者となることが
できます。
　手続きの際には、二つの事業主それぞれの証明
と、事業主から交付された確認資料（賃金台帳、
出勤簿〔原則、記載年月日の直近 1カ月分〕、労働
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二つ以上の事業場において週の所定労働時間の合計が20時間以上となる65歳以上の労働者（マルチジョブ
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者名簿、雇用契約書、労働条件通知書、雇入通知
書など）の添付が必要となります。事業主は、マ
ルチジョブホルダーである労働者から証明を求め
られた場合は、速やかにその証明を行わなければ
なりません。事業主が必要な証明等をどうしても
行わない場合は、ハローワークから事業主に対し
て確認を行うものとされています。
　手続きの完了後、マルチ高年齢被保険者本人の
住居所管轄ハローワークから二つの事業主それぞ
れに「雇用保険マルチジョブホルダー雇入・資格
取得確認通知書（事業主通知用）」が交付され、い
ずれの事業主にも通知書に記載された申し出・資
格取得年月日から雇用保険料の納付義務が発生し
ます。
　なお、事業主は、マルチジョブホルダーが申し
出を行ったことを理由として、解雇等の不利益な
取り扱いを行ってはいけません。

［ 2］資格喪失時
　マルチ高年齢被保険者の資格を喪失する場合の
状況および手続きについては、［図表］を参照くだ
さい。いずれか一方の事業所で労働条件等の変更
がなくても、資格を喪失する場合がありますので
注意が必要です。なお、任意で資格喪失すること
はできません。
　資格喪失の手続きは取得時と同様に、原則とし
てマルチジョブホルダー本人が行います。事業主
は、マルチジョブホルダーから「マルチ喪失届」

の記載依頼を受けた場合、速やかに事業主記載事
項を記入し、確認資料（賃金台帳、出勤簿、労働
者名簿、離職理由の分かる資料〔退職願、雇用契
約書、解雇予告通知書〕）と併せて本人に交付しな
ければなりません。また、離職証明書の交付依頼
があった場合はこれを作成し、併せて本人へ交付
します。
　なお、本人が死亡した場合の資格喪失手続きは、
事業主が行うこととされています。

3.その他注意事項
　これまで述べてきたとおり、本制度の手続きは
マルチジョブホルダー本人が行うとされています。
ただ、労働者が雇用保険に関する諸手続きの知識
を十分に持っていないことも考えられるため、事
業所の担当者が制度の概要を指導する等の支援を
行うことが望ましいでしょう。なお、手続きを事
業主が代理して行う場合は、本人の委任状が必要
となります。
　また、マルチ高年齢被保険者に限らず、雇用保
険の資格取得・喪失手続きの可否（要否）は週の
所定労働時間によって判断しますが、シフト制を
導入している等の場合には、労働時間がはっきり
と決まっていないというケースも考えられます。
雇用契約の締結や更新の際には、労働条件通知書
等に所定労働時間を明記するとともに、就業時の
実際の労働日・労働時間について一定の管理、確
認を行うことが望ましいと考えます。

 �マルチ高年齢被保険者の資格を喪失する場合の手続き図表

資格喪失の状況 二つの事業所のいずれか一方また
は両方を離職した場合

いずれか一方の事業所で、週の所定
労働時間が 5時間未満または20時間
以上となった場合

二つの事業所における合計の週所定
労働時間が20時間未満となった場合

手続きの概要 ・�・�二つの事業所についてマルチ喪失届の作成、届け出を行う（一方のみ離職した場合でも、マルチ喪失届や離
職証明書は二つの事業所の分が必要）

・�・�事業主は、労働者本人からマルチ喪失届の記載依頼を受けたら、速やかに事業主記載事項を記入し、確認資
料（写し可）と併せて交付する

注意点等

─

週の所定労働時間が20時間以上とな
る場合にはマルチ高年齢被保険者で
はなくなるため、マルチ高年齢被保
険者本人から住居所管轄ハローワー
クへマルチ喪失届の提出が必要とな
り、事業主により一般の雇用保険被
保険者の資格取得の手続きが必要

3社以上で雇用されており 2社（A
社およびB社）の週所定労働時間の
合計が20時間未満となった場合、他
社（C社）を含めた 2社（A社およ
びC社、またはB社およびC社）で
の週所定労働時間が20時間以上であ
れば、マルチ喪失届の提出後、あら
ためてマルチ雇入届の提出が必要
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